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 約款  
 

子供特約 
 

（子供特約（Ａ型）・子供特約（Ｂ型・ＢⅡ型）・ 
子供特約（Ｅ型）・子供特約〔2000〕） 

 
 
 
 
 

特約条項                           
子供特約（Ａ型） 

（2018年４月２日制定） 

＜この特約の趣旨＞ 
  この特約は、新がん保険Ａ型またはがん定期保険Ａ型の個人契
約の主たる被保険者の子が、がんの治療を目的として入院した場
合に、所定の給付を行うことを主な内容とし、つぎの給付を行い
ます。 
(1) この特約の死亡保険金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんを直接の原因
として死亡した場合に支払います。 

(2) この特約の入院給付金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんの治療を受け
ることを直接の目的として入院した場合に、その入院日
数に応じて支払います。 

(3) この特約の在宅療養給付金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんの治療を受け
ることを直接の目的として入院し、その退院後、在宅療
養をした場合に支払います。 

第１条＜この特約の締結＞ 
１ この特約は保険契約者と会社との間で、新がん保険Ａ型個人契
約またはがん定期保険Ａ型個人契約（以下、「主契約」といいま
す。）を締結する際、保険契約者が会社に申出て、会社が承諾す
ることにより主契約に付加して締結します。 

２ この特約の契約日は、主契約の契約日と同一とします。 

第２条＜この特約の口数＞ 
この特約の口数は、主契約の口数と同一とします。 

第３条＜この特約の保険期間と保険料の払込＞ 
１ この特約の保険期間は、主契約の保険期間と同一とします。 
２ この特約の保険料は、主契約の保険料と同時に払い込むものと
し、主契約の保険料が前納のときは、この特約の保険料も前納と
します。 

３ 主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれ
ない場合には、この特約はその保険料の払込期月に属する契約応
当日から将来に向って解約されるものとします。 

第４条＜この特約の被保険者の範囲＞ 
この特約の被保険者は、主契約の主たる被保険者と同一戸籍に

その子として記載されている満23歳未満の者とします。 
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第５条＜この特約の被保険者の資格の得喪＞ 
１ この特約の契約日に第４条に該当している者については、その
契約日に、この特約の被保険者となります。 

２ この特約の契約日の翌日以後に第４条に該当することとなった
者は、該当したときにこの特約の被保険者となります。 

３ この特約の被保険者が、この特約の契約日以後につぎのいずれ
かに該当したときは、該当した時からこの特約の被保険者の資格
を喪失します。 
(1) 主たる被保険者と同一戸籍でなくなったとき。ただし、
主たる被保険者の死亡による場合を除きます。 

(2) 満23歳になったとき 

第６条＜この特約の被保険者の責任開始日＞ 
１ この特約の契約日からその日を含めて３か月を経過した日の翌
日を責任開始日とし、会社は、その日からこの特約上の責任を負
います。 

２ 前項の規定にかかわらず、この特約の契約日の翌日以後にこの
特約の被保険者となった者については、つぎの取扱をします。 
(1) この特約の契約日の翌日以後に主契約の主たる被保険
者の子として出生し、この特約の被保険者となった者に
ついては、前項の責任開始日か、出生した日のいずれか
遅い日をこの特約の当該被保険者の責任開始日とし、会
社は、その日からこの特約上の責任を負います。 

(2) 前号の場合を除き、この特約の契約日の翌日以後に第
５条第２項の規定により、この特約の被保険者となった
者については、この特約の被保険者となった日からその
日を含めて３か月を経過した日の翌日をこの特約の当該
被保険者の責任開始日とし、会社は、その日からこの特
約上の責任を負います。 

第７条＜この特約の死亡保険金、入院給付金、在宅療養給付
金＞ 
１ この特約の死亡保険金、入院給付金、在宅療養給付金（以下、
この特約の「入院給付金」と「在宅療養給付金」をあわせて「こ
の特約の給付金」といいます。）は、つぎのとおりです。 
(1) この特約の死亡保険金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該当

したとき 
①責任開始日以後に初めてがんと診断確定さ
れていること 

②責任開始日以後にがんを直接の原因として
死亡していること 

支払額（特約１
口・この特約の
被保険者１名
当たり） 

100万円 

受取人 死亡保険金受取人（死亡保険金受取人の指
定のないときは、この特約の当該被保険
者の法定相続人） 

 
(2) この特約の入院給付金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該当

したとき 
①責任開始日以後に初めてがんと診断確定さ
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れていること 
②責任開始日以後にがんの治療が必要とされ、
その治療を受けることを直接の目的として入
院（再入院も含みます。）していること 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

入院治療１日につき１万円 

受取人 給付金受取人（給付金受取人の指定のない
ときは、この特約の当該被保険者） 

 
(3) この特約の在宅療養給付金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該

当したとき 
①この特約の入院給付金の支払事由に該当す
る入院の後、退院し、在宅療養をしている
こと 

②その入院が20日以上継続した入院であるこ
と 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

１退院につき15万円を支払います。 
ただし、退院日の翌日以後20日以内の期
間に死亡または再入院をした場合のこの
特約の在宅療養給付金は、退院後の在宅
療養日数に１日当たり７千５百円を乗じ
た金額とします。この場合、この金額を
超える支払済のこの特約の在宅療養給付
金については、次に支払うこの特約の給
付金、死亡保険金から差し引くものとし
ます。 

受取人 給付金受取人（給付金受取人の指定のな
いときは、この特約の当該被保険者） 

 
２ 責任開始日以後に死亡し、その後にがんを直接の原因として死
亡した事実が確認された場合には、その死亡日を診断確定日とし
て前項のこの特約の死亡保険金を支払います。ただし、責任開始
日の前日以前にがんと診断確定されている場合を除きます。 

３ この特約の被保険者が第１項の給付金の支払事由に該当する入
院期間中または在宅療養期間中に、第５条第３項の規定に従い、
この特約の被保険者の資格を喪失した場合には、その継続中の入
院期間に対してはこの特約の入院給付金のみを、その継続中の在
宅療養期間に対してはこの特約の在宅療養給付金のみを支払いま
す。 

４ 第１項第２号の支払額に規定する入院については、被保険者が
入院中にがんと診断確定された場合で、その診断確定日前の入院
日数のうち、会社ががんの治療を直接の目的とする入院と認めた
日数についても含めるものとします。 

第８条＜責任開始日の前日以前にがんと診断確定されていた
場合＞ 
１ この特約の被保険者が、告知日以前または告知日からこの特約
の当該被保険者の責任開始日の前日以前にがんと診断確定されて
いた場合には、保険契約者、主契約の主たる被保険者、およびこ
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の特約のすべての被保険者のその事実の知、不知にかかわらず、
会社は、この特約を無効とします。 

２ 前項の場合、すでに払い込まれたこの特約の保険料はつぎのよ
うに取り扱います。 
(1) 告知日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断
確定されていた事実を、保険契約者および主契約の主た
る被保険者が共に知らなかった場合には、保険契約者に
払い戻します。 

(2) 告知日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断
確定されていた事実を、保険契約者または主契約の主た
る被保険者のいずれかが知っていた場合には、払い戻し
ません。 

(3) 告知日からこの特約の当該被保険者の責任開始日の前
日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断確定さ
れていた場合には、保険契約者に払い戻します。 

３ 本条の適用のある場合には、第16条＜告知義務および告知義務
違反による解除＞、第17条＜重大事由による解除＞の規定は適用
しません。 

第９条＜この特約の死亡保険金、給付金の請求、支払時期お
よび支払場所＞ 

この特約の死亡保険金または給付金の請求、支払時期および支
払場所については、主契約の普通保険約款（以下、「主約款」と
いいます。）の規定を準用します。 

第10条＜この特約の死亡払戻金＞ 
この特約に対しては死亡払戻金はありません。 

第11条＜この特約の保険料払込の免除＞ 
１ この特約の契約日以後のこの特約の保険期間中に主契約の主た
る被保険者が死亡した場合には、主約款の規定にかかわらず、会
社は主契約が消滅しないものとし、つぎの払込方法（回数）ごと
の契約応当日以後のこの特約の保険料の払込を免除します。 

２ この場合、この特約の保険料払込の免除は、保険証券に裏書し
ます。 

第12条＜この特約の失効＞ 
主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に効力を失いま

す。 

第13条＜この特約の復活＞ 
１ 主契約の復活請求の際、別段の申出がないときは、この特約に
ついても同時に復活の請求があったものとします。 

２ 会社は前項の規定により請求されたこの特約の復活を承諾した
場合には、主約款の規定を準用してこの特約の復活の取扱をしま
す。 

第14条＜この特約の保険期間の変更＞ 
１ この特約のみの保険期間の変更は取り扱いません。 
２ 主契約の保険期間が変更された場合には、この特約の保険期間
も同時に同じ期間に変更されるものとします。 

第15条＜この特約の分割＞ 
１ この特約のみの分割は取り扱いません。 
２ 主契約が分割された場合には、この特約も同時に同じ割合で分
割されるものとします。 
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第16条＜告知義務および告知義務違反による解除＞ 
この特約の締結または復活に際し、この特約の被保険者に関す

る告知義務、告知義務違反による解除およびこの特約を解除でき
ない場合については、主約款の告知義務、告知義務違反による解
除および保険契約を解除できない場合の規定を準用します。この
場合、主約款中「保険契約者」とあるのを「保険契約者または主
契約の主たる被保険者」と読み替えます。 

第17条＜重大事由による解除＞ 
この特約の重大事由による解除については、主約款の重大事由

による解除の規定を準用します。 

第18条＜この特約の解約および主契約の口数減少に伴うこの
特約口数の減少＞ 
１ 保険契約者は、いつでも将来に向ってこの特約を解約すること
ができます。 

２ 主約款の規定により、主契約の口数を減じた場合には、この特
約の口数も同じ口数だけ減じます。この場合、減じた口数に相当
するこの特約は解約されたものとして取り扱います。 

第19条＜この特約の解約払戻金＞ 
この特約の解約払戻金はありません。 

第20条＜この特約の消滅＞ 
主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、この特

約も同時に消滅します。 

第21条＜この特約の更新＞ 
１ 主契約が更新されたときには、主契約とともにこの特約も更新
されるものとします。 

２ 前項の規定によりこの特約が更新される場合には、主約款の更
新に関する規定を準用します。 

第22条＜主約款の準用＞ 
この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用し

ます。 

第23条＜中途付加する場合の特則＞ 
１ 第１条＜この特約の締結＞第１項の規定にかかわらず、主契約
の締結後、保険契約者は被保険者の同意および会社の承諾を得て、
会社の定めるところにより、この特約を主契約に付加して締結す
ることができます。 

２ 前項の規定により、この特約を主契約に付加した場合にはつぎ
のように取り扱います。 
(1) この特約の契約日は、第１条＜この特約の締結＞第２
項の規定にかかわらず、会社の定めるところとします。 

(2) この特約の保険期間はこの特約の契約日から主契約の
保険期間の満了する日までとします。 

(3) 年払契約または半年払契約において、この特約が消滅
した場合または保険料の払込を要しなくなった場合、そ
の払込期月に対応するものとして払い込まれた保険料（保
険料の払込免除事由に該当した後に、払い込まれたもの
として取り扱われる保険料を除きます。）については、
会社は、会社の定めるところにより未経過期間（１か月
未満の端数は切り捨てます。）に対応した保険料相当額
を保険契約者（保険金を支払うときは、保険金とともに
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保険金の受取人）に支払います。ただし、月払契約の場
合は支払いません。 

(4) 前号の場合、支払う金額の支払時期および支払場所に
ついては、主約款の規定を準用します。 

(5) 保険証券は発行せず、保険契約者に書面をもって通知
します。 

第24条＜管轄裁判所＞ 
この特約における死亡保険金、給付金または保険料の払込免除

の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準
用します。 

第25条＜主契約に上皮内新生物特約が付加されている場合の
特則＞ 

主契約に被保険者の型が子型の上皮内新生物特約が付加されて
いる場合には、この特約の被保険者が、上皮内新生物特約の特約
在宅療養給付金の支払事由に該当したときで、退院日の翌日以後
20日以内の期間に死亡またはこの特約の入院給付金の支払われる
入院をしたときには、「支払済の上皮内新生物特約の特約在宅療
養給付金の支払額から退院後の在宅療養日数に特約１口当たり７
千５百円を乗じて得た金額を差し引いた金額」を、次に支払うこ
の特約の給付金または死亡保険金から差し引くものとします。 
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子供特約（Ｂ型・ＢⅡ型） 

（2018年４月２日制定） 

＜この特約の趣旨＞ 
  この特約は、新がん保険（Ｂ型・ＢⅡ型）またはがん定
期保険（Ｂ型・ＢⅡ型）の個人契約の主たる被保険者の子
に、つぎの給付を行うことを主な内容とするものです。 
(1) この特約の死亡保険金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんを直接の原因
として死亡した場合に支払います。 

(2) この特約の入院給付金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんの治療を受け
ることを直接の目的として入院した場合に、その入院日
数に応じて支払います。 

(3) この特約の在宅療養給付金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんの治療を受け
ることを直接の目的として入院し、その退院後、在宅療
養をした場合に支払います。 

(4) この特約の診断給付金 
この特約の被保険者が、保険期間中に初めてがんと診断
確定され、がんの治療を開始した場合に支払います。 

(5) この特約の通院給付金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんの治療を受け
ることを直接の目的として入院し、その退院後、がんの
治療を受けることを直接の目的として通院した場合に、
その通院日数に応じて支払います。 

第１条＜この特約の締結＞ 
１ この特約は保険契約者と会社との間で、新がん保険（Ｂ
型・ＢⅡ型）個人契約またはがん定期保険（Ｂ型・ＢⅡ型）
個人契約（以下、「主契約」といいます。）を締結する際、
保険契約者が会社に申出て、会社が承諾することにより主
契約に付加して締結します。 

２ この特約の型は、主契約の型と同一とします。 
３ この特約の契約日は、主契約の契約日と同一とします。 

第２条＜この特約の口数＞ 
  この特約の口数は、主契約の口数と同一とします。 

第３条＜この特約の保険期間と保険料の払込＞ 
１ この特約の保険期間は、主契約の保険期間と同一としま
す。 

２ この特約の保険料は、主契約の保険料と同時に払い込む
ものとし、主契約の保険料が前納のときは、この特約の保
険料も前納とします。 

３ 主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い
込まれない場合には、この特約はその保険料の払込期月に
属する契約応当日から将来に向って解約されるものとしま
す。 

第４条＜この特約の被保険者の範囲＞ 
  この特約の被保険者は、主契約の主たる被保険者と同一
戸籍にその子として記載されている満23歳未満の者としま
す。 
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第５条＜この特約の被保険者の資格の得喪＞ 
１ この特約の契約日に第４条に該当している者については、
その契約日に、この特約の被保険者となります。 

２ この特約の契約日の翌日以後に第４条に該当することと
なった者は、該当したときにこの特約の被保険者となりま
す。 

３ この特約の被保険者が、この特約の契約日以後につぎの
いずれかに該当したときは、該当した時からこの特約の被
保険者の資格を喪失します。 
(1) 主たる被保険者と同一戸籍でなくなったとき。ただし、
主たる被保険者の死亡による場合を除きます。 

(2) 満23歳になったとき 

第６条＜この特約の被保険者の責任開始日＞ 
１ この特約の契約日からその日を含めて３か月を経過した
日の翌日を責任開始日とし、会社は、その日からこの特約
上の責任を負います。 

２ 前項の規定にかかわらず、この特約の契約日の翌日以後
にこの特約の被保険者となった者については、つぎの取扱
をします。 
(1) この特約の契約日の翌日以後に主契約の主たる被保険
者の子として出生し、この特約の被保険者となった者に
ついては、前項の責任開始日か、出生した日のいずれか
遅い日をこの特約の当該被保険者の責任開始日とし、会
社は、その日からこの特約上の責任を負います。 

(2) 前号の場合を除き、この特約の契約日の翌日以後に第
５条第２項の規定により、この特約の被保険者となった
者については、この特約の被保険者となった日からその
日を含めて３か月を経過した日の翌日をこの特約の当該
被保険者の責任開始日とし、会社は、その日からこの特
約上の責任を負います。 

第７条＜この特約の死亡保険金、入院給付金、在宅療養給付
金、診断給付金、通院給付金＞ 
１ この特約の死亡保険金、入院給付金、在宅療養給付金、
診断給付金、通院給付金（以下、この特約の「入院給付金」、
「在宅療養給付金」、「診断給付金」、「通院給付金」を
あわせて「この特約の給付金」といいます。）は、つぎの
とおりです。 
(1) この特約の死亡保険金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該

当したとき 
①責任開始日以後に初めてがんと診断確
定されていること 

②責任開始日以後にがんを直接の原因と
して死亡していること 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

＜Ｂ型＞ 
100万円 
＜ＢⅡ型＞ 
60万円 

受取人 死亡保険金受取人（死亡保険金受取人の
指定のないときは、この特約の当該被保
険者の法定相続人） 

~ 8 ~



~ 3 ~ 

 
(2) この特約の入院給付金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該

当したとき 
①責任開始日以後に初めてがんと診断確
定されていること 

②責任開始日以後にがんの治療が必要と
され、その治療を受けることを直接の
目的として入院（再入院も含みます。）
していること 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

＜Ｂ型＞ 
入院治療１日につき１万円 
＜ＢⅡ型＞ 
入院治療１日につき６千円 

受取人 給付金受取人（給付金受取人の指定のな
いときは、この特約の当該被保険者） 

 
(3) この特約の在宅療養給付金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該

当したとき 
①この特約の入院給付金の支払事由に該
当する入院の後、退院し、在宅療養を
していること 

②その入院が20日以上継続した入院であ
ること 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

＜Ｂ型＞ 
１退院につき15万円を支払います。 
ただし、退院日の翌日以後20日以内の期
間に死亡または再入院をした場合のこの
特約の在宅療養給付金は、退院後の在宅
療養日数に１日当たり７千５百円を乗じ
た金額とします。この場合、この金額を
超える支払済のこの特約の在宅療養給付
金については、次に支払うこの特約の給
付金、死亡保険金から差し引くものとし
ます。 
＜ＢⅡ型＞ 
１退院につき10万円を支払います。 
ただし、退院日の翌日以後20日以内の期
間に死亡または再入院をした場合のこの
特約の在宅療養給付金は、退院後の在宅
療養日数に１日当たり５千円を乗じた金
額とします。この場合、この金額を超え
る支払済のこの特約の在宅療養給付金に
ついては、次に支払うこの特約の給付金、
死亡保険金から差し引くものとします。 

受取人 給付金受取人（給付金受取人の指定のな
いときは、この特約の当該被保険者） 

 
(4) この特約の診断給付金 
支払事由 この特約の被保険者が責任開始日以後に
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初めてがんと診断確定され、がんの治療
を開始したとき 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

＜Ｂ型・ＢⅡ型＞ 
60万円 

受取人 給付金受取人（給付金受取人の指定のな
いときは、この特約の当該被保険者） 

 
(5) この特約の通院給付金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該

当したとき 
①この特約の入院給付金の支払事由に該
当する入院の後、退院していること 

②その入院が20日以上継続した入院であ
ること 

③上記①、②に定める１退院（以下、「１
回の退院」といいます。）の後に、が
んの治療が必要とされ、その治療を受
けることを直接の目的として通院して
いること 

④１回の退院につき、つぎの(ｱ)または(ｲ)
に定める期間（以下、「通院期間」と
いいます。）内の通院であること 
(ｱ)この特約の在宅療養給付金が支払わ
れる場合は、その在宅療養期間（退
院日の翌日以後20日以内の期間をい
います。ただし、退院日の翌日以後
20日以内の期間に再入院をした場合
は、その該当した日の前日までの期
間をいいます。以下、同じ。）の最
後の日の翌日以後180日以内の期間 

(ｲ)この特約の在宅療養給付金が支払わ
れない場合は、退院日の翌日以後180
日以内の期間 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

＜Ｂ型・ＢⅡ型＞ 
１回の退院のその通院につき 
通院治療１日につき3000円 

受取人 給付金受取人（給付金受取人の指定のな
いときは、この特約の当該被保険者） 

 
２ 責任開始日以後に死亡し、その後にがんを直接の原因と
して死亡した事実が確認された場合には、その死亡日を診
断確定日として前項のこの特約の死亡保険金を支払います。
ただし、責任開始日の前日以前にがんと診断確定されてい
る場合を除きます。 

３ この特約の被保険者が第１項のこの特約の入院給付金の
支払事由に該当する入院期間中、在宅療養期間（在宅療養
期間中に死亡した場合は、その死亡した日までの期間とし
ます。以下、本項において同じ。）中または通院期間中に、
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第５条第３項の規定に従い、この特約の被保険者の資格を
喪失した場合には、その継続中の入院期間に対してはこの
特約の入院給付金のみを、その継続中の在宅療養期間に対
してはこの特約の在宅療養給付金のみを、その継続中の通
院期間に対してはこの特約の通院給付金のみを支払います。 

４ この特約の被保険者が、同一の日に２回以上第１項に定
める通院をしたときは、１回の通院とみなして取り扱い、
この特約の通院給付金は重複して支払いません。この場合、
支払わないこととなる通院については、通院した日数には
含めません。 

５ この特約の被保険者が第１項のこの特約の入院給付金の
支払事由に該当する入院期間中または在宅療養期間中に、
第１項に定める通院をした場合については、この特約の通
院給付金は支払いません。 

６ この特約の被保険者が、在宅療養期間中に再入院をする
ことにより、新たに通院期間が定められる場合は、第１項
の規定にかかわらず、すでに定められた通院期間はなかっ
たものとします。 

７ この特約の被保険者が、通院期間中に再入院をすること
により、新たに通院期間が定められる場合は、第１項の規
定にかかわらず、すでに定められた通院期間は、その再入
院をした日の前日に終了したものとします。 

８ この特約の通院給付金の支払限度は、つぎのとおりとし
ます。 
(1) １回の退院のその通院については、支払日数（この特
約の通院給付金を支払う日数。以下、同じ。）30日をも
って限度とします。 

(2) 通算支払限度は、保険期間を通じてこの特約の各被保
険者について、それぞれ支払日数を通算して700日とし
ます。 

９ この特約の診断給付金の支払は、保険期間を通じてこの
特約の各被保険者につき１回のみとします。 

10 第１項第２号の支払額に規定する入院については、被保
険者が入院中にがんと診断確定された場合で、その診断確
定日前の入院日数のうち、会社ががんの治療を直接の目的
とする入院と認めた日数についても含めるものとします。 

第８条＜責任開始日の前日以前にがんと診断確定されていた
場合＞ 
１ この特約の被保険者が、告知日以前または告知日からこ
の特約の当該被保険者の責任開始日の前日以前にがんと診
断確定されていた場合には、保険契約者、主契約の主たる
被保険者、およびこの特約のすべての被保険者のその事実
の知、不知にかかわらず、会社は、この特約を無効としま
す。 

２ 前項の場合、すでに払い込まれたこの特約の保険料はつ
ぎのように取り扱います。 
(1) 告知日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断
確定されていた事実を、保険契約者および主契約の主た
る被保険者が共に知らなかった場合には、保険契約者に
払い戻します。 

(2) 告知日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断
確定されていた事実を、保険契約者または主契約の主た
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る被保険者のいずれかが知っていた場合には、払い戻し
ません。 

(3) 告知日からこの特約の当該被保険者の責任開始日の前
日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断確定さ
れていた場合には、保険契約者に払い戻します。 

３ 本条の適用のある場合には、第16条＜告知義務および告
知義務違反による解除＞、第17条＜重大事由による解除＞
の規定は適用しません。 

第９条＜この特約の死亡保険金、給付金の請求、支払時期お
よび支払場所＞ 
  この特約の死亡保険金または給付金の請求、支払時期お
よび支払場所については、主契約の普通保険約款（以下、
「主約款」といいます。）の規定を準用します。 

第10条＜この特約の死亡払戻金＞ 
  この特約に対しては死亡払戻金はありません。 

第11条＜この特約の保険料払込の免除＞ 
１ この特約の契約日以後のこの特約の保険期間中に主契約
の主たる被保険者が死亡した場合には、主約款の規定にか
かわらず、会社は主契約が消滅しないものとし、つぎの払
込方法（回数）ごとの契約応当日以後のこの特約の保険料
の払込を免除します。 

２ この場合、この特約の保険料払込の免除は、保険証券に
裏書します。 

第12条＜この特約の失効＞ 
  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に効力を
失います。 

第13条＜この特約の復活＞ 
１ 主契約の復活請求の際、別段の申出がないときは、この
特約についても同時に復活の請求があったものとします。 

２ 会社は前項の規定により請求されたこの特約の復活を承
諾した場合には、主約款の規定を準用してこの特約の復活
の取扱をします。 

第14条＜この特約の保険期間の変更＞ 
１ この特約のみの保険期間の変更は取り扱いません。 
２ 主契約の保険期間が変更された場合には、この特約の保
険期間も同時に同じ期間に変更されるものとします。 

第15条＜この特約の分割＞ 
１ この特約のみの分割は取り扱いません。 
２ 主契約が分割された場合には、この特約も同時に同じ割
合で分割されるものとします。 

第16条＜告知義務および告知義務違反による解除＞ 
  この特約の締結または復活に際し、この特約の被保険者
に関する告知義務、告知義務違反による解除およびこの特
約を解除できない場合については、主約款の告知義務、告
知義務違反による解除および保険契約を解除できない場合
の規定を準用します。この場合、主約款中「保険契約者」
とあるのを「保険契約者または主契約の主たる被保険者」
と読み替えます。 
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第17条＜重大事由による解除＞ 
  この特約の重大事由による解除については、主約款の重
大事由による解除の規定を準用します。 

第18条＜この特約の解約および主契約の口数減少に伴うこの
特約口数の減少＞ 
１ 保険契約者は、いつでも将来に向ってこの特約を解約す
ることができます。 

２ 主約款の規定により、主契約の口数を減じた場合には、
この特約の口数も同じ口数だけ減じます。この場合、減じ
た口数に相当するこの特約は解約されたものとして取り扱
います。 

第19条＜この特約の解約払戻金＞ 
  この特約の解約払戻金はありません。 

第20条＜この特約の消滅＞ 
  主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、
この特約も同時に消滅します。 

第21条＜この特約の更新＞ 
１ 主契約が更新されたときには、主契約とともにこの特約
も更新されるものとします。 

２ 前項の規定によりこの特約が更新される場合には、主約
款の更新に関する規定を準用します。 

第22条＜主約款の準用＞ 
  この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を
準用します。 

第23条＜中途付加する場合の特則＞ 
１ 第１条＜この特約の締結＞第１項の規定にかかわらず、
主契約の締結後、保険契約者は被保険者の同意および会社
の承諾を得て、会社の定めるところにより、この特約を主
契約に付加して締結することができます。 

２ 前項の規定により、この特約を主契約に付加した場合に
はつぎのように取り扱います。 
(1) この特約の契約日は、第１条＜この特約の締結＞第３
項の規定にかかわらず、会社の定めるところとします。 

(2) この特約の保険期間はこの特約の契約日から主契約の
保険期間の満了する日までとします。 

(3) 年払契約または半年払契約において、この特約が消滅
した場合または保険料の払込を要しなくなった場合、そ
の払込期月に対応するものとして払い込まれた保険料（保
険料の払込免除事由に該当した後に、払い込まれたもの
として取り扱われる保険料を除きます。）については、
会社は、会社の定めるところにより未経過期間（１か月
未満の端数は切り捨てます。）に対応した保険料相当額
を保険契約者（保険金を支払うときは、保険金とともに
保険金の受取人）に支払います。ただし、月払契約の場
合は支払いません。 

(4) 前号の場合、支払う金額の支払時期および支払場所に
ついては、主約款の規定を準用します。 

(5) 保険証券は発行せず、保険契約者に書面をもって通知
します。 
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第24条＜管轄裁判所＞ 
  この特約における死亡保険金、給付金または保険料の払
込免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判
所の規定を準用します。 

第25条＜主契約に上皮内新生物特約が付加されている場合の
特則＞ 
  主契約に被保険者の型が子型の上皮内新生物特約が付加
されている場合には、つぎのとおりとします。 
(1) この特約の被保険者が、この特約の通院給付金の支払
事由に該当する通院をした場合でも、上皮内新生物特約
の特約入院給付金が支払われる日については、第７条＜
この特約の死亡保険金、入院給付金、在宅療養給付金、
診断給付金、通院給付金＞第１項の規定にかかわらず、
この特約の通院給付金は支払いません。 

(2) この特約の被保険者が、上皮内新生物特約の特約在宅
療養給付金の支払事由に該当した場合で、退院日の翌日
以後20日以内の期間に死亡またはこの特約の入院給付金
の支払われる入院をしたときには、「支払済の上皮内新
生物特約の特約在宅療養給付金の支払額から退院後の在
宅療養日数につぎに定める金額を乗じて得た金額を差し
引いた金額」を、次に支払うこの特約の給付金または死
亡保険金から差し引くものとします。 
この特約の型 Ｂ型 ＢⅡ型 
金額（特約１口当たり） ７千５百円 ５千円 

(3) 第７条＜この特約の死亡保険金、入院給付金、在宅療
養給付金、診断給付金、通院給付金＞第８項を、つぎの
とおり読み替えます。 
８ 各被保険者について、この特約の通院給付金を支払
う日数の限度は、つぎのとおりとします。 
(1) １回の退院のその通院については、30日をもって
限度とします。 

(2) この特約の保険期間を通じ、この特約の通院給付
金および上皮内新生物特約の特約通院給付金を支払
う日数を通算して700日をもって限度とします。 
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子供特約（Ｅ型） 

（2018年４月２日制定） 

＜この特約の趣旨＞ 
  この特約は、新がん保険Ｅ型の個人契約の主たる被保険
者の子が、がんの治療を目的として入院した場合に、所定
の給付を行うことを主な内容とし、つぎの給付を行います。 
(1) この特約の死亡保険金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんを直接の原因
として死亡した場合に支払います。 

(2) この特約の入院給付金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんの治療を受け
ることを直接の目的として入院した場合に、その入院日
数に応じて支払います。 

(3) この特約の在宅療養給付金 
この特約の被保険者が、保険期間中にがんの治療を受け
ることを直接の目的として入院し、その退院後、在宅療
養をした場合に支払います。 

第１条＜この特約の締結＞ 
１ この特約は保険契約者と会社との間で、新がん保険Ｅ型
個人契約（以下、「主契約」といいます。）を締結する際、
保険契約者が会社に申出て、会社が承諾することにより主
契約に付加して締結します。 

２ この特約の契約日は、主契約の契約日と同一とします。 

第２条＜この特約の口数＞ 
この特約の口数は、主契約の口数と同一とします。 

第３条＜この特約の保険期間と保険料の払込＞ 
１ この特約の保険期間は、主契約の保険期間と同一としま
す。 

２ この特約の保険料は、主契約の保険料と同時に払い込む
ものとし、主契約の保険料が前納のときは、この特約の保
険料も前納とします。 

３ 主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い
込まれない場合には、この特約はその保険料の払込期月に
属する契約応当日から将来に向って解約されるものとしま
す。 

第４条＜この特約の被保険者の範囲＞ 
  この特約の被保険者は、主契約の主たる被保険者と同一
戸籍にその子として記載されている満23歳未満の者としま
す。 

第５条＜この特約の被保険者の資格の得喪＞ 
１ この特約の契約日に第４条に該当している者については、
その契約日に、この特約の被保険者となります。 

２ この特約の契約日の翌日以後に第４条に該当することと
なった者は、該当したときにこの特約の被保険者となりま
す。 

３ この特約の被保険者が、この特約の契約日以後につぎの
いずれかに該当したときは、該当した時からこの特約の被
保険者の資格を喪失します。 

~ 1 ~ ~ 15 ~



~ 2 ~ 

(1) 主たる被保険者と同一戸籍でなくなったとき。ただし、
主たる被保険者の死亡による場合を除きます。 

(2) 満23歳になったとき 

第６条＜この特約の被保険者の責任開始日＞ 
１ この特約の契約日からその日を含めて３か月を経過した
日の翌日を責任開始日とし、会社は、その日からこの特約
上の責任を負います。 

２ 前項の規定にかかわらず、この特約の契約日の翌日以後
にこの特約の被保険者となった者については、つぎの取扱
をします。 
(1) この特約の契約日の翌日以後に主契約の主たる被保険
者の子として出生し、この特約の被保険者となった者に
ついては、前項の責任開始日か、出生した日のいずれか
遅い日をこの特約の当該被保険者の責任開始日とし、会
社は、その日からこの特約上の責任を負います。 

(2) 前号の場合を除き、この特約の契約日の翌日以後に第
５条第２項の規定により、この特約の被保険者となった
者については、この特約の被保険者となった日からその
日を含めて３か月を経過した日の翌日をこの特約の当該
被保険者の責任開始日とし、会社は、その日からこの特
約上の責任を負います。 

第７条＜この特約の死亡保険金、入院給付金、在宅療養給付金＞ 
１ この特約の死亡保険金、入院給付金、在宅療養給付金（以
下、この特約の「入院給付金」と「在宅療養給付金」をあ
わせて「この特約の給付金」といいます。）は、つぎのと
おりです。 
(1) この特約の死亡保険金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該

当したとき 
①責任開始日以後に初めてがんと診断確
定されていること 

②責任開始日以後にがんを直接の原因と
して死亡していること 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

60万円 

受取人 死亡保険金受取人（死亡保険金受取人の
指定のないときは、この特約の当該被保
険者の法定相続人） 

 
(2) この特約の入院給付金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該

当したとき 
①責任開始日以後に初めてがんと診断確
定されていること 

②責任開始日以後にがんの治療が必要と
され、その治療を受けることを直接の
目的として入院（再入院も含みます。）
していること 
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支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

入院治療１日につき６千円 

受取人 給付金受取人（給付金受取人の指定のな
いときは、この特約の当該被保険者） 

 
(3) この特約の在宅療養給付金 
支払事由 この特約の被保険者がつぎのすべてに該

当したとき 
①この特約の入院給付金の支払事由に該

当する入院の後、退院し、在宅療養を
していること 

②その入院が20日以上継続した入院であ
ること 

支払額（特約
１口・この特
約の被保険者
１名当たり） 

１退院につき10万円を支払います。 
ただし、退院日の翌日以後20日以内の期
間に死亡または再入院をした場合のこの
特約の在宅療養給付金は、退院後の在宅
療養日数に１日当たり５千円を乗じた金
額とします。この場合、この金額を超え
る支払済のこの特約の在宅療養給付金に
ついては、次に支払うこの特約の給付金、
死亡保険金から差し引くものとします。 

受取人 給付金受取人（給付金受取人の指定のな
いときは、この特約の当該被保険者） 

 
２ 責任開始日以後に死亡し、その後にがんを直接の原因と
して死亡した事実が確認された場合には、その死亡日を診
断確定日として前項のこの特約の死亡保険金を支払います。
ただし、責任開始日の前日以前にがんと診断確定されてい
る場合を除きます。 

３ この特約の被保険者が第１項の給付金の支払事由に該当
する入院期間中または在宅療養期間中に、第５条第３項の
規定に従い、この特約の被保険者の資格を喪失した場合に
は、その継続中の入院期間に対してはこの特約の入院給付
金のみを、その継続中の在宅療養期間に対してはこの特約
の在宅療養給付金のみを支払います。 

４ 第１項第２号の支払額に規定する入院については、被保
険者が入院中にがんと診断確定された場合で、その診断確
定日前の入院日数のうち、会社ががんの治療を直接の目的
とする入院と認めた日数についても含めるものとします。 

第８条＜責任開始日の前日以前にがんと診断確定されていた場合＞ 
１ この特約の被保険者が、告知日以前または告知日からこ
の特約の当該被保険者の責任開始日の前日以前にがんと診
断確定されていた場合には、保険契約者、主契約の主たる
被保険者、およびこの特約のすべての被保険者のその事実
の知、不知にかかわらず、会社は、この特約を無効としま
す。 

２ 前項の場合、すでに払い込まれたこの特約の保険料はつ
ぎのように取り扱います。 
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(1) 告知日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断
確定されていた事実を、保険契約者および主契約の主た
る被保険者が共に知らなかった場合には、保険契約者に
払い戻します。 

(2) 告知日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断
確定されていた事実を、保険契約者または主契約の主た
る被保険者のいずれかが知っていた場合には、払い戻し
ません。 

(3) 告知日からこの特約の当該被保険者の責任開始日の前
日以前に、この特約の当該被保険者ががんと診断確定さ
れていた場合には、保険契約者に払い戻します。 

３ 本条の適用のある場合には、第16条＜告知義務および告
知義務違反による解除＞、第17条＜重大事由による解除＞
の規定は適用しません。 

第９条＜この特約の死亡保険金、給付金の請求、支払時期および支
払場所＞ 
  この特約の死亡保険金または給付金の請求、支払時期お
よび支払場所については、主契約の普通保険約款（以下、
「主約款」といいます。）の規定を準用します。 

第10条＜この特約の死亡払戻金＞ 
  この特約に対しては死亡払戻金はありません。 

第11条＜この特約の保険料払込の免除＞ 
１ この特約の契約日以後のこの特約の保険期間中に主契約
の主たる被保険者が死亡した場合には、主約款の規定にか
かわらず、会社は主契約が消滅しないものとし、つぎの払
込方法（回数）ごとの契約応当日以後のこの特約の保険料
の払込を免除します。 

２ この場合、この特約の保険料払込の免除は、保険証券に
裏書します。 

第12条＜この特約の失効＞ 
  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に効力を
失います。 

第13条＜この特約の復活＞ 
１ 主契約の復活請求の際、別段の申出がないときは、この
特約についても同時に復活の請求があったものとします。 

２ 会社は前項の規定により請求されたこの特約の復活を承
諾した場合には、主約款の規定を準用してこの特約の復活
の取扱をします。 

第14条＜この特約の保険期間の変更＞ 
１ この特約のみの保険期間の変更は取り扱いません。 
２ 主契約の保険期間が変更された場合には、この特約の保
険期間も同時に同じ期間に変更されるものとします。 

第15条＜この特約の分割＞ 
１ この特約のみの分割は取り扱いません。 
２ 主契約が分割された場合には、この特約も同時に同じ割
合で分割されるものとします。 

第16条＜告知義務および告知義務違反による解除＞ 
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  この特約の締結または復活に際し、この特約の被保険者
に関する告知義務、告知義務違反による解除およびこの特
約を解除できない場合については、主約款の告知義務、告
知義務違反による解除および保険契約を解除できない場合
の規定を準用します。この場合、主約款中「保険契約者」
とあるのを「保険契約者または主契約の主たる被保険者」
と読み替えます。 

第17条＜重大事由による解除＞ 
  この特約の重大事由による解除については、主約款の重
大事由による解除の規定を準用します。 

第18条＜この特約の解約および主契約の口数減少に伴うこの特約
口数の減少＞ 
１ 保険契約者は、いつでも将来に向ってこの特約を解約す
ることができます。 

２ 主約款の規定により、主契約の口数を減じた場合には、
この特約の口数も同じ口数だけ減じます。この場合、減じ
た口数に相当するこの特約は解約されたものとして取り扱
います。 

第19条＜この特約の解約払戻金＞ 
  この特約の解約払戻金はありません。 

第20条＜この特約の消滅＞ 
  主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、
この特約も同時に消滅します。 

第21条＜この特約の更新＞ 
１ 主契約が更新されたときには、主契約とともにこの特約
も更新されるものとします。 

２ 前項の規定によりこの特約が更新される場合には、主約
款の更新に関する規定を準用します。 

第22条＜主約款の準用＞ 
  この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を
準用します。 

第23条＜中途付加する場合の特則＞ 
１ 第１条＜この特約の締結＞第１項の規定にかかわらず、
主契約の締結後、保険契約者は被保険者の同意および会社
の承諾を得て、会社の定めるところにより、この特約を主
契約に付加して締結することができます。 

２ 前項の規定により、この特約を主契約に付加した場合に
はつぎのように取り扱います。 
(1) この特約の契約日は、第１条＜この特約の締結＞第２
項の規定にかかわらず、会社の定めるところとします。 

(2) この特約の保険期間はこの特約の契約日から主契約の
保険期間の満了する日までとします。 

(3) 年払契約または半年払契約において、この特約が消滅
した場合または保険料の払込を要しなくなった場合、そ
の払込期月に対応するものとして払い込まれた保険料（保
険料の払込免除事由に該当した後に、払い込まれたもの
として取り扱われる保険料を除きます。）については、
会社は、会社の定めるところにより未経過期間（１か月

~ 19 ~



~ 6 ~ 

未満の端数は切り捨てます。）に対応した保険料相当額
を保険契約者（保険金を支払うときは、保険金とともに
保険金の受取人）に支払います。ただし、月払契約の場
合は支払いません。 

(4) 前号の場合、支払う金額の支払時期および支払場所に
ついては、主約款の規定を準用します。 

(5) 保険証券は発行せず、保険契約者に書面をもって通知
します。 

第24条＜管轄裁判所＞ 
  この特約における死亡保険金、給付金または保険料の払
込免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判
所の規定を準用します。 

第25条＜主契約に上皮内新生物特約が付加されている場合の特則＞ 
  主契約に被保険者の型が子型の上皮内新生物特約が付加
されている場合には、この特約の被保険者が、上皮内新生
物特約の特約在宅療養給付金の支払事由に該当したときで、
退院日の翌日以後20日以内の期間に死亡またはこの特約の
入院給付金の支払われる入院をしたときには、「支払済の
上皮内新生物特約の特約在宅療養給付金の支払額から退院
後の在宅療養日数に特約１口当たり５千円を乗じて得た金
額を差し引いた金額」を、次に支払うこの特約の給付金ま
たは死亡保険金から差し引くものとします。 
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子供特約〔2000〕 

（2020年１月１日改定） 
 

＜この特約の趣旨＞ 
  この特約は、がん保険〔2000〕に付加することによって、主
契約の被保険者の子ががんと診断確定された場合に特約診断給
付金を、がんの治療を受けることを直接の目的として入院をし
た場合に特約入院給付金を、所定の入院の後に生存して退院し
た場合に特約在宅療養給付金を、その後がんの治療を受けるこ
とを直接の目的として通院をした場合に特約通院給付金を、が
んを直接の原因として死亡した場合に特約死亡保険金を支払う
ことを主な内容とするものです。 

第１条＜特約の締結および保険期間の始期＞ 
１ この特約は、保険契約者と会社との間でがん保険〔2000〕（以
下、「主契約」といいます。）を締結する際に、保険契約者が
会社に申し出て、会社が承諾することにより、会社の定める範
囲で主契約に付加して締結します。ただし、主契約が個人契約
であることを要します。 

２ この特約の保険期間の始期は、会社がこの特約の第１回保険
料（第１回保険料相当額を含みます。）を受け取った時か、こ
の特約の被保険者に関する告知の時のいずれか遅い時とします。 

３ この特約の契約日は、主契約の契約日と同一とします。 

第２条＜特約の被保険者の範囲および資格の得喪＞ 
１ この特約の被保険者は、主契約の被保険者と同一戸籍にその
子として記載されている満23歳未満の者（以下、「子」といい
ます。）とします。ただし、会社が告知書にもとづく選択上、
引き受けられないと認めた子があった場合には、保険契約者の
同意を得て、この特約の被保険者からその子を除きます。 

２ この特約の締結時に前項に該当している者は、この特約の締
結時からこの特約の被保険者の資格を得るものとします。 

３ この特約の締結後に第１項に該当することになった者は、該
当した時からこの特約の被保険者の資格を得るものとします。 

４ この特約の締結後につぎの各号のいずれかに該当したときは、
該当した時から当該被保険者はこの特約の被保険者としての資
格を失います。 
(1) 主契約の被保険者と同一戸籍でなくなったとき。ただし、
主契約の被保険者の死亡による場合を除きます。 

(2) 満23歳になったとき 

第３条＜特約の責任開始＞ 
１ この特約の保険期間の始期の属する日からその日を含めて３
か月を経過した日の翌日をこの特約の責任開始日（以下、「責
任開始日」といいます。）とし、会社は、その日からこの特約
上の責任を負います。ただし、この特約の保険料の払込免除に
ついては、会社は、この特約の保険期間の始期からこの特約上
の責任を負います。 

２ 前項の規定にかかわらず、この特約の締結後にこの特約の被
保険者の資格を得た者については、つぎのとおりとします。 
(1) この特約の締結後に新たに出生した子については、出生日
か、前項に定める責任開始日のいずれか遅い日を当該被保険
者の責任開始日とし、会社は、その日からこの特約上の責任
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を負います。ただし、この特約の保険料の払込免除について
は、会社は、出生した時か、この特約の保険期間の始期のい
ずれか遅い時からこの特約上の責任を負います。 

(2) 前号の場合を除き、この特約の締結後にこの特約の被保険
者の資格を得た者については、この特約の被保険者の資格を
得た日からその日を含めて３か月を経過した日の翌日か、前
項に定める責任開始日のいずれか遅い日を当該被保険者の責
任開始日とし、会社は、その日からこの特約上の責任を負い
ます。ただし、この特約の保険料の払込免除については、会
社は、この特約の被保険者の資格を得た時か、この特約の保
険期間の始期のいずれか遅い時からこの特約上の責任を負い
ます。 

第４条＜特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の払込＞ 
１ この特約の保険期間およびこの特約の保険料払込期間は、主
契約の保険期間および保険料払込期間と同一とします。 

２ この特約の保険料は、主契約の保険料と同時に払い込むもの
とし、主契約の保険料が前納のときは、この特約の保険料も前
納とします。 

３ 主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込ま
れない場合には、この特約は、その未払込保険料の払込期月に
属する契約応当日から将来に向って解約されたものとします。 

第５条＜がんの定義および診断確定＞ 
１ この特約において「がん」とは、別表27に定める悪性新生物
をいいます。 

２ がんの診断確定は、日本の医師の資格を持つ者（日本の医師
の資格を持つ者と同等の日本国外の医師を含みます。以下、「医
師」といいます。）によって、病理組織学的所見（生検を含み
ます。以下同じ。）によりなされたものでなければなりません。
ただし、病理組織学的検査が行われなかった場合には、その検
査が行われなかった理由および他の所見による診断確定の根拠
が明らかであるときに限り、その診断確定も認めます。 

第６条＜特約の給付の種類、特約給付金等、家族給付割合の指定＞ 
１ この特約の給付の種類は、つぎのとおりとします。 
(1) 特約診断給付金 
(2) 特約入院給付金 
(3) 特約在宅療養給付金 
(4) 特約通院給付金 
(5) 特約死亡保険金 
（以下、「特約診断給付金」、「特約入院給付金」、「特約
在宅療養給付金」、「特約通院給付金」を総称して「特約給
付金」と、「特約給付金」と「特約死亡保険金」をあわせて
「特約給付金等」といいます。） 

２ この特約において支払う特約給付金等は、主契約において指
定された給付金等により、つぎのとおり指定されるものとしま
す。 
(1) 主契約において診断給付金が指定されている場合 
特約診断給付金 

(2) 主契約において入院給付金が指定されている場合 
特約入院給付金 

(3) 主契約において在宅療養給付金が指定されている場合 
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特約在宅療養給付金 
(4) 主契約において通院給付金が指定されている場合 
特約通院給付金 

(5) 主契約において死亡保険金が指定されている場合 
特約死亡保険金 

３ 第７条＜特約給付金等の支払＞の規定にかかわらず、前項に
おいて指定されなかった特約給付金等の支払はありません。 

４ 保険契約者は、この特約の締結の際、家族給付割合を、会社
所定の範囲内で指定してください。 

５ 前項において指定された家族給付割合は、変更することがで
きません。 

第７条＜特約給付金等の支払＞ 
１ 特約給付金等の支払は、つぎのとおりとします。 
(1) 特約診断給付金 
特約給付金等を支
払う場合（以下、
「支払事由」とい
います。） 

この特約の被保険者が、責任開始日以後
のこの特約の保険期間中にがんと診断確
定されたとき 

支払額 主契約の基準診断給付金額の２倍に家族
給付割合を乗じて得た金額 

受取人 支払事由に該当したこの特約の被保険者 
 

(2) 特約入院給付金 
支払事由 この特約の被保険者が、この特約の保険

期間中につぎのすべてを満たす入院をし
たとき 
①責任開始日以後に診断確定されたがん
の治療を直接の目的とする入院 

②別表21-1に定める病院または診療所に
おける別表22-1に定める入院 

支払額 「主契約の入院給付金日額（入院中に主
契約の入院給付金日額の減額があった場
合には、各日現在の主契約の入院給付金
日額とします。）に家族給付割合を乗じ
て得た金額」×「入院日数（がんの治療
を直接の目的とした入院日数とします。
以下、本項において同じ。）」 

受取人 支払事由に該当したこの特約の被保険者 
 
(3) 特約在宅療養給付金 
支払事由 この特約の被保険者が、この特約の保険

期間中につぎのすべてを満たす入院をし
た後、生存して退院したとき 
①特約入院給付金が支払われる入院 
②上記①の入院日数が継続して20日以上

の入院 
支払額 １回の退院につき、主契約の在宅療養給

付金額（退院した日現在の主契約の在宅
療養給付金額とします。）に家族給付割
合を乗じて得た金額 

受取人 支払事由に該当したこの特約の被保険者 
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(4) 特約通院給付金 
支払事由 この特約の被保険者が、この特約の保険

期間中につぎのすべてに該当したとき 
①つぎの(ｱ)および(ｲ)のすべてを満たす
入院をしていること 
(ｱ)特約入院給付金が支払われる入院 
(ｲ)上記(ｱ)の入院日数が継続して５日
以上の入院 

②つぎの(ｱ)から(ｴ)のすべてを満たす通
院をしていること 
(ｱ)上記①の入院の直接の原因となった
がんの治療を直接の目的とする通院 

(ｲ)上記①の入院の退院日の翌日以後
180日以内の期間（以下、「通院期間」
といいます。）に行われた通院 

(ｳ)別表21-1に定める病院または診療所
（ただし、患者を収容する施設を有
しない診療所を含みます。）への通
院 

(ｴ)別表23-1に定める通院 
支払額 通院１日あたり、主契約の通院給付金日

額（通院期間中に主契約の通院給付金日
額の減額があった場合には、各日現在の
主契約の通院給付金日額とします。）に
家族給付割合を乗じて得た金額 

受取人 支払事由に該当したこの特約の被保険者 
 
(5) 特約死亡保険金 
支払事由 この特約の被保険者が、この特約の保険

期間中に、責任開始日以後に診断確定さ
れたがんを直接の原因として死亡したと
き 

支払額 主契約の死亡保険金額に家族給付割合を
乗じて得た金額 

受取人 主契約の被保険者 
 
２ 主契約の被保険者が死亡した時以後の特約死亡保険金の受取
人は、特約死亡保険金の支払事由に該当したこの特約の被保険
者の死亡時の法定相続人とします。これにより特約死亡保険金
の受取人となった者が２人以上いる場合には、その受取割合は
均等とします。 

３ 特約給付金が支払われる前に支払事由に該当したこの特約の
被保険者が死亡したときは、会社は、未払の特約給付金を、主
契約の被保険者に支払います。ただし、主契約の被保険者がす
でに死亡している場合を除きます。 

４ この特約の同一の被保険者について、特約診断給付金の支払
は、この特約の保険期間を通じ１回のみとします。 

５ この特約の同一の被保険者が、がん以外の事由によって入院
をし、その入院中にがんと診断確定された場合には、がんの治
療を開始したと会社が認めた日から、がんの治療を直接の目的
とする入院を開始したものとみなして取り扱います。 
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６ この特約の同一の被保険者が、転入院または再入院をした場
合で、その転入院または再入院につき、前入院から継続して入
院していたとみなすべき事情があると会社が認めたときには、
前入院から継続していたものとみなして取り扱います。 

７ この特約の被保険者が、特約入院給付金の支払事由に該当す
る入院をし、その入院中につぎの各号のいずれかの事由が発生
したときは、その事由が生じた時を含んで継続している当該被
保険者の入院は、この特約の有効中の入院とみなして取り扱い
ます。 
(1) この特約の保険期間が満了したとき 
(2) 第２条＜特約の被保険者の範囲および資格の得喪＞第４項
の規定により、この特約の被保険者としての資格を失ったと
き 

(3) 第18条＜主契約の責任開始日の前日以前にがんと診断確定
されていたことにより、主契約が無効とされた場合の取扱＞
第１項第１号の規定により、この特約が消滅したとき 

８ この特約の同一の被保険者が、特約入院給付金の支払事由に
該当した入院の退院日の翌日からその日を含めて30日以内に入
院を開始した場合には、第１項の規定にかかわらず、その入院
の退院については、特約在宅療養給付金は支払いません。 

９ この特約の被保険者が、第１項第３号に定める入院をし、そ
の入院中につぎの各号のいずれかの事由が発生したときは、そ
の事由が生じた時を含んで継続している入院のその退院につい
ては、この特約の有効中の退院とみなして取り扱います。 
(1) この特約の保険期間が満了したとき 
(2) 第２条＜特約の被保険者の範囲および資格の得喪＞第４項
の規定により、この特約の被保険者としての資格を失ったと
き 

(3) 第18条＜主契約の責任開始日の前日以前にがんと診断確定
されていたことにより、主契約が無効とされた場合の取扱＞
第１項第１号の規定により、この特約が消滅したとき 

10 この特約の同一の被保険者が、同一の日に２回以上通院をし
た場合には、特約通院給付金は重複して支払いません。 

11 この特約の同一の被保険者が、特約入院給付金が支払われる
日に特約通院給付金の支払事由に該当する通院をした場合には、
第１項の規定にかかわらず、特約通院給付金は支払いません。 

12 この特約の同一の被保険者が、通院期間中に特約入院給付金
が支払われる入院をすることにより、新たに通院期間が定めら
れる場合には、第１項第４号の規定にかかわらず、すでに定め
られた通院期間は、その入院を開始した日の前日に終了したも
のとします。 

13 この特約の被保険者が、つぎの各号のいずれかの事由が生じ
た時を含んで継続している通院期間中に通院したときは、その
当該被保険者の通院を、この特約の有効中の通院とみなして取
り扱います。 
(1) この特約の保険期間が満了したとき 
(2) 第２条＜特約の被保険者の範囲および資格の得喪＞第４項
の規定により、この特約の被保険者としての資格を失ったと
き 

(3) 第18条＜主契約の責任開始日の前日以前にがんと診断確定
されていたことにより、主契約が無効とされた場合の取扱＞
第１項第１号の規定により、この特約が消滅したとき 
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14 この特約の同一の被保険者についての特約通院給付金を支払
う日数の限度は、つぎのとおりとします。 
(1) １回の退院のその通院については、30日をもって限度とし
ます。 

(2) この特約の保険期間を通じ、特約通院給付金を支払う日数
を通算して700日をもって限度とします。 

15 この特約の被保険者が、責任開始日以後のこの特約の保険期
間中に死亡し、その後にがんを直接の原因として死亡した事実
が確認された場合には、その死亡日にがんと診断確定されたも
のとみなして特約死亡保険金を支払います。この場合、会社は、
特約診断給付金を支払いません。 

16 特約給付金の受取人は第25条＜特約給付金受取人指定特則＞
および第29条＜主契約に法人契約特則が付加されている場合の
特則＞を除き、支払事由に該当したこの特約の被保険者以外の
者に変更することはできません。 

17 特約死亡保険金の受取人は第25条＜特約給付金受取人指定特
則＞および第29条＜主契約に法人契約特則が付加されている場
合の特則＞を除き、主契約の被保険者以外の者に変更すること
はできません。 

第８条＜責任開始日の前日以前にがんと診断確定されていた場合＞ 
１ この特約の被保険者が、告知前または告知の時から当該被保
険者の責任開始日の前日以前にがんと診断確定されていた場合
には、保険契約者、主契約の被保険者およびこの特約の被保険
者のその事実の知、不知にかかわらず、会社は、この特約を無
効（この特約の復活の際は復活の取扱を無効）とします。 

２ 前項の場合、つぎのとおり取り扱います。 
(1) この特約の締結の際の無効の場合 

この特約の締結の際の告知前に、この特約の被保険者ががん
と診断確定されていた事実を、保険契約者または主契約の被
保険者のいずれかが知っていた場合には、会社は、すでに払
い込まれたこの特約の保険料は払い戻しません。その他の場
合には、会社は、すでに払い込まれたこの特約の保険料を保
険契約者に払い戻します。 

(2) この特約の復活の際の無効の場合 
① この特約の復活の際の告知前に、この特約の被保険者が
がんと診断確定されていた事実を、保険契約者または主契
約の被保険者のいずれかが知っていた場合には、会社は、
この特約の復活の際に払い込まれた金額およびこの特約の
復活以後に払い込まれたこの特約の保険料は払い戻しませ
ん。その他の場合には、会社は、この特約の復活の際に払
い込まれた金額および復活以後に払い込まれたこの特約の
保険料を保険契約者に払い戻します。 

② この特約は、この特約の復活前の状態で第11条＜特約の
失効＞に定めるこの特約の解約払戻金の請求があったもの
として取り扱います。 

３ 本条の適用のある場合には、第14条＜告知義務および告知義
務違反による解除＞および第15条＜重大事由による解除＞の規
定は適用しません。 

第９条＜特約の保険料の払込免除＞ 
１ この特約の保険期間の始期以後のこの特約の保険料払込期間
中につぎの各号のすべてに該当したときには、この特約は当初
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定めたこの特約の保険期間の満了する日まで有効に継続し、会
社は、次の払込期月（払込期月の初日から契約応当日の前日ま
でに該当したときは、その払込期月）以後のこの特約の保険料
の払込を免除します。 
(1) 主契約の被保険者が死亡していること 
(2) この特約の被保険者の資格を有する者が生存していること 

２ 前項の規定によりこの特約の保険料の払込を免除した場合に
は、つぎのとおりとします。 
(1) 払込を免除したこの特約の保険料は、払込期月の契約応当
日ごとに払込があったものとして取り扱います。 

(2) 主契約の被保険者が死亡した時以後の特約死亡保険金の受
取人は、特約死亡保険金の支払事由に該当したこの特約の被
保険者の死亡時の法定相続人とします。 

(3) 前号の規定により特約死亡保険金の受取人となった者が２
人以上いる場合には、その受取割合は均等とします。 

第10条＜特約給付金等または特約の保険料の払込免除の請求、支 
払時期および支払場所＞ 
  この特約の特約給付金等または保険料の払込免除の請求、支
払時期および支払場所については、主契約の普通保険約款（以
下、「主約款」といいます。）の規定を準用します。 

第11条＜特約の失効＞ 
  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に効力を失い
ます。この場合には、保険契約者は、この特約の解約払戻金が
あるときは、これを請求することができます。 

第12条＜特約の復活＞ 
１ 主契約の復活請求の際、別段の申出がないときは、この特約
についても同時に復活の請求があったものとします。 

２ 会社が、前項の規定により請求されたこの特約の復活を承諾
したときは、この特約の延滞保険料を受け取った時か、この特
約の復活の際のこの特約の被保険者に関する告知の時のいずれ
か遅い時から、会社は、この特約の保険料の払込免除について
この特約上の責任を負い、その時の属する日をこの特約の復活
日とします。この場合、責任開始日はつぎのとおりとし、会社
は、その日から、特約給付金等の支払についてこの特約上の責
任を負います。 
(1) この特約の復活日がこの特約の保険期間の始期の属する日
からその日を含めて３か月以内の場合 
第３条＜特約の責任開始＞に定める責任開始日 

(2) この特約の復活日がこの特約の保険期間の始期の属する日
からその日を含めて３か月をこえている場合 
この特約の復活日 

３ 前項のほか、主約款の復活に関する規定を準用してこの特約
の復活を取り扱います。 

第13条＜特約の保険期間、保険料払込期間の変更＞ 
１ 主契約の保険期間が変更された場合には、この特約の保険期
間は、変更後の主契約の保険期間と同一の保険期間に変更され
るものとします。 

２ 主契約の保険料払込期間が変更された場合には、この特約の
保険料払込期間は、変更後の主契約の保険料払込期間と同一の
保険料払込期間に変更されるものとします。 
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３ 前２項の場合、会社は、主約款の保険期間の変更の規定、主
約款の保険料払込期間の変更の規定を準用して、この特約の保
険期間の変更、この特約の保険料払込期間の変更を取り扱いま
す。 

第14条＜告知義務および告知義務違反による解除＞ 
この特約の締結または復活に際し、この特約の被保険者に関

する告知義務、告知義務違反による解除およびこの特約を解除
できない場合については、主約款の告知義務、告知義務違反に
よる解除および保険契約を解除できない場合の規定を準用しま
す。この場合、主約款中「保険契約者」とあるのを「保険契約
者または主契約の被保険者」と読み替えます。 

第15条＜重大事由による解除＞ 
 この特約の重大事由による解除については、主約款の重大事
由による解除の規定を準用します。 

第16条＜特約の解約＞ 
１ 保険契約者は、将来に向ってこの特約を解約し、この特約の
解約払戻金を請求することができます。 

２ 保険契約者が、本条の請求をするときは、必要書類（別表１）
を会社に提出してください。 

第17条＜特約の消滅＞ 
１ つぎの各号のいずれかに該当したときは、この特約も同時に
消滅します。 
(1) 主契約が個人契約から家族契約に変更されたとき 
(2) 主契約が解約その他の事由によって消滅したとき。ただし、
第９条＜特約の保険料の払込免除＞の規定により、この特約
の保険料の払込が免除される場合を除きます。 

２ 前項の規定によりこの特約が消滅した場合には、会社は、こ
の特約の解約払戻金があるときは、これを保険契約者に支払い
ます。 

３ この特約のすべての被保険者が第２条＜特約の被保険者の範
囲および資格の得喪＞第４項の規定に該当したときは、保険契
約者は、この特約の解約を請求することができます。請求がな
いときは、この特約は継続しているものとします。 

第18条＜主契約の責任開始日の前日以前にがんと診断確定されてい
たことにより、主契約が無効とされた場合の取扱＞ 
１ 主約款の第８条＜責任開始日の前日以前にがんと診断確定さ
れていた場合＞の規定により主契約が無効とされた場合には、
つぎのとおりとします。 
(1) この特約は同時に消滅し、消滅時までは効力があったもの
とします。この場合、会社は、この特約の解約払戻金がある
ときは、これを保険契約者に支払います。 

(2) 前号の規定にかかわらず、主契約が無効とされた時がこの
特約の責任開始日の前日以前の場合には、会社は、この特約
を無効とし、すでに払い込まれたこの特約の保険料を保険契
約者に払い戻します。 

(3) 第９条＜特約の保険料の払込免除＞の規定は適用しません。 
２ 前項の規定にかかわらず、この特約の第８条＜責任開始日の
前日以前にがんと診断確定されていた場合＞の規定によりこの
特約が無効とされる場合、または第14条＜告知義務および告知
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義務違反による解除＞もしくは第15条＜重大事由による解除＞
の規定によりこの特約が解除される場合には、本条の規定は適
用しません。 

第19条＜特約の解約払戻金＞ 
１ この特約の保険期間とこの特約の保険料払込期間が同一の場
合、この特約の解約払戻金はありません。 

２ この特約の保険期間とこの特約の保険料払込期間が異なる場
合、この特約の解約払戻金は、経過年月数（保険料払込期間中
の保険契約において、経過年月数が払込年月数を超える場合は、
払込年月数）により計算します。 

第20条＜特約の契約者配当＞ 
 この特約に対しては、契約者配当はありません。 

第21条＜特約の更新＞ 
１ 主契約が更新されたときには、この特約も同時に更新される
ものとします。 

２ 本条の規定によりこの特約が更新される場合には、主約款の
自動更新の規定または申出による更新の規定を準用します。 

第22条＜管轄裁判所＞ 
  特約給付金等またはこの特約の保険料の払込免除の請求に関
する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用します。 

第23条＜主約款の準用＞ 
  この特約に別段の定めのない場合には、その性質が許されな
いものを除き、主約款の規定を準用します。 

第24条＜中途付加する場合の特則＞ 
１ 第１条＜特約の締結および保険期間の始期＞第１項の規定に
かかわらず、主契約の締結後、保険契約者は被保険者の同意お
よび会社の承諾を得て、会社の定める範囲でこの特約を主契約
に付加して締結することができます。この場合、つぎのとおり
とします。 
(1) 保険契約者は、この特約の第１回保険料（第１回保険料相
当額を含みます。以下同じ。）を充当する期間の初日（以下、
第１条＜特約の締結および保険期間の始期＞第３項の規定に
かかわらず、「この特約の契約日」といいます。）を、会社
の定める範囲内で、つぎのとおり定めるものとします。 
① 月払契約の場合 
主契約の月単位の契約応当日（契約応当日のない月につい
ては、その月の末日を契約応当日とします。本特約条項を
通じて同じ。） 

② 半年払契約の場合 
主契約の半年単位の契約応当日 

③ 年払契約の場合 
主契約の年単位の契約応当日 

(2) この特約の第１回保険料は、主契約の払込期月中に主契約
の払込方法（経路）にしたがい、主契約の保険料と同時に払
い込んでください。 

(3) この特約の第１回保険料の払込については、同時に払い込
む主契約の保険料と同じ猶予期間があります。 

(4) 猶予期間内に保険料が払い込まれないときは、この特約の
中途付加はなかったものとします。この場合、猶予期間中に
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保険事故が発生しても主約款の規定は準用しません。 
２ この特約を主契約に付加した場合には、つぎのとおりとしま
す。 
(1) 第１条＜特約の締結および保険期間の始期＞第２項の規定
にかかわらず、会社は、この特約の第１回保険料を受け取っ
た時か前項に定めるこの特約の契約日（保険料口座振替特約
または保険料クレジットカード支払特約により変更された内
容を含みます。）のいずれか早い時をこの特約の保険期間の
始期とします。 

(2) 第４条＜特約の保険期間、保険料払込期間および保険料の
払込＞第１項の規定にかかわらず、この特約の保険期間は、
この特約の契約日から主契約の保険期間の満了する日までと
し、この特約の保険料払込期間は、この特約の契約日から主
契約の保険料払込期間の満了する日までとします。 

(3) 第１号に定めるこの特約の保険期間の始期の属する日から
この特約の契約日の前日までの間にこの特約の保険料の払込
の免除事由が生じたときは、前項第１号の規定（保険料口座
振替特約または保険料クレジットカード支払特約により変更
された内容を含みます。）にかかわらず、この特約の保険期
間の始期の属する日の直前の主契約の月単位の契約応当日を
この特約の契約日とし、この特約の保険期間およびこの特約
の保険料払込期間は、その日を基準として再計算し、この特
約の保険料に過不足があれば精算します。この場合、この特
約の保険期間の始期の変更はありません。 

(4) この特約の保険料は、つぎのとおりとします。 
① 主契約の保険期間が終身で定めてあるとき 
この特約の契約日における主契約の被保険者の満年齢によ
り計算します。 

② 主契約の保険期間が終身以外で定めてあるとき 
この特約の契約日直前の主契約の年単位の契約応当日（こ
の特約の契約日と主契約の年単位の契約応当日が一致する
場合はその応当日）における主契約の被保険者の満年齢に
より計算します。 

(5) 前号②の場合、この特約の第１回保険料については、会社
の定めた方法で計算した金額の払込を要することがあります。 

(6) 第13条＜特約の保険期間、保険料払込期間の変更＞第１項
および第２項を、つぎのとおり読み替えます。 
１ 主契約の保険期間が変更された場合には、この特約の保
険期間も変更されるものとし、変更後のこの特約の保険期
間は、この特約の契約日から変更後の主契約の保険期間の
満了する日までとします。 

２ 主契約の保険料払込期間が変更された場合には、この特
約の保険料払込期間も変更されるものとし、変更後のこの
特約の保険料払込期間は、この特約の契約日から変更後の
主契約の保険料払込期間の満了する日までとします。 

(7) 第19条＜特約の解約払戻金＞第２項を、つぎのとおり読み
替えます。 
２ この特約の保険期間とこの特約の保険料払込期間が異な
る場合、この特約の解約払戻金は、経過年月数（保険料払
込期間中の保険契約において、経過年月数が払込年月数を
超える場合は、払込年月数）により計算します。ただし、
主契約の保険期間が終身以外で定めてあるときは、この特
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約の契約日と主契約の年単位の契約応当日が一致する場合
を除き、この特約の契約日直前の主契約の年単位の契約応
当日からこの特約の契約日までの月数を加算して計算しま
す。 

(8) 年払契約または半年払契約において、この特約が消滅した
場合または保険料の払込を要しなくなった場合、その払込期
月に対応するものとして払い込まれた保険料（保険料の払込
免除事由に該当した後に、払い込まれたものとして取り扱わ
れる保険料を除きます。）については、会社は、会社の定め
るところにより未経過期間（１か月未満の端数は切り捨てま
す。）に対応した保険料相当額を保険契約者（保険金を支払
うときは、保険金とともに保険金の受取人）に支払います。
ただし、月払契約の場合は支払いません。 

(9) 前号の場合、支払う金額の支払時期および支払場所につい
ては、主約款の規定を準用します。 

(10)保険証券は発行せず、保険契約者に書面をもって通知しま
す。 

第25条＜特約給付金受取人指定特則＞ 
１ 本特則は、この特約の締結の際または締結後に、保険契約者
が会社に申し出て、会社が承諾することにより、この特約に付
加して締結します。ただし、主契約に法人契約特則が付加され
ている場合には、本特則の付加は取り扱いません。 

２ 前項の規定により本特則を付加した場合には、つぎのとおり
とします。 
(1) 保険契約者は、第７条＜特約給付金等の支払＞第１項の規
定にかかわらず、特約給付金の受取人を指定することができ
ます。 

(2) 第７条＜特約給付金等の支払＞第３項の規定は適用しませ
ん。 

(3) 保険契約者は、第１号において指定された特約給付金の受
取人を変更することができます。この場合、主約款の死亡保
険金受取人の変更の規定を準用します。 

(4) 特約給付金の受取人の変更が行われ、変更後の特約給付金
の受取人が支払事由に該当したこの特約の被保険者の場合に
は、本特則は特約給付金の受取人の変更と同時に効力を失う
ものとします。 

(5) 本特則の付加は、保険証券に裏書を受けてからでなければ、
会社に対抗することができません。 

第26条＜主契約に保険料一時払特則が付加されている場合の特則＞ 
 主契約に保険料一時払特則が付加されている場合には、この
特約の保険料の払込方法（回数）は一時払とします。 

第27条＜主契約に診断給付金複数回支払特則が付加されている場 
合の特則＞ 
 主契約に診断給付金複数回支払特則が付加されている場合で、
この特約の同一の被保険者が、すでに特約診断給付金が支払わ
れた後に新たながん（「責任開始日以後のこの特約の保険期間
中にすでに診断確定を受けているがん」が転移して生じたがん
を除きます。以下、本条において同じ。）の診断確定を受けた
ときには、第７条＜特約給付金等の支払＞第４項の規定にかか
わらず、会社は、特約診断給付金を支払います。ただし、最終
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の特約診断給付金の支払事由に該当した日からその日を含めて
２年以内に新たながんの診断確定を受けた場合には、会社は、
特約診断給付金を支払いません。 

第28条＜主契約に低解約払戻金特則が付加されている場合の特則＞ 
 主契約に低解約払戻金特則が付加されている場合で、この特約
の保険期間とこの特約の保険料払込期間が異なるときには、つぎ
のとおりとします。 
(1) 主契約の低解約払戻金特則が低解約払戻金割合を指定する
方法の場合 
この特約の保険料払込期間中のこの特約の解約払戻金は、第
19条＜特約の解約払戻金＞第２項の規定にかかわらず、第19
条＜特約の解約払戻金＞第２項の規定により計算したこの特
約の解約払戻金に、主約款において指定された低解約払戻金
割合を乗じて計算します。 

(2) 主契約の低解約払戻金特則が解約払戻金を０と指定する方
法の場合 
第19条＜特約の解約払戻金＞第２項の規定にかかわらず、こ
の特約の保険料払込期間中のこの特約の解約払戻金はありま
せん。 

第29条＜主契約に法人契約特則が付加されている場合の特則＞ 
  主契約に法人契約特則が付加されている場合には、つぎのと
おりとします。 
(1) 第７条＜特約給付金等の支払＞第１項の規定にかかわらず、
保険契約者を特約給付金等の受取人とします。 

(2) 第７条＜特約給付金等の支払＞第２項および第３項の規定
は適用しません。 

第30条＜主契約に上皮内新生物特約〔2000〕が付加されている場合
の特則＞ 
  主契約に特約の被保険者の型が子型の上皮内新生物特約
〔2000〕が付加されている場合には、つぎのとおりとします。 
(1) この特約の同一の被保険者が、上皮内新生物特約〔2000〕
の特約入院給付金が支払われる日に特約通院給付金の支払事
由に該当する通院をした場合には、第７条＜特約給付金等の
支払＞第１項の規定にかかわらず、特約通院給付金は支払い
ません。 

(2) 第７条＜特約給付金等の支払＞第14項を、つぎのとおり読
み替えます。 
14 この特約の同一の被保険者についての特約通院給付金を
支払う日数の限度は、つぎのとおりとします。 
(1) １回の退院のその通院については、30日をもって限度
とします。 

(2) この特約の保険期間を通じ、特約通院給付金および上
皮内新生物特約〔2000〕の特約通院給付金を支払う日数
を通算して700日をもって限度とします。 

第31条＜その他＞ 
  この特約で使用している用語の意義は下記の通りです。 
(1) 治療を直接の目的とする入院 
「治療を直接の目的とする入院」とは、治療のための入院を
いい、例えば、美容上の処置、治療処置を伴わない検査、
リハビリテーションなどのための入院は該当しません。 
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(2) がんの治療を直接の目的とする入院 
「がんの治療を直接の目的とする入院」には、厚生労働大臣の
定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届
出が行われた緩和ケア病棟（緩和ケア病棟と同等の施設を含
みます。）における入院を含みます。 

(3) 治療を直接の目的とする通院 
「治療を直接の目的とする通院」には、治療処置を伴わない薬
剤・治療材料の購入、受取のみの通院は該当しません。 
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別表                                      
 
別表１ 請求書類                          
 

＜子供特約（Ａ型）＞ 

１．この特約の死亡保険金、この特約の給付金の請求書類 

項  目 必  要  書  類 
この特約の死亡保険金 ・会社所定の請求書 

・会社所定の様式による医師の死亡証明書（た
だし、会社が認めた場合は、医師の死亡診断
書または死体検案書） 

・病理組織検査報告書 
・当該被保険者の戸籍抄本 
・受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 
・保険証券 

この特約の給付金 
・この特約の入院給付金 
・この特約の在宅療養給 
付金 

・会社所定の請求書 
・会社所定の様式による医師の診断書 
・病理組織検査報告書 
・会社所定の様式による入院した病院または診
療所の入院証明書（この特約の入院給付金の
場合） 

・会社所定の様式による医師の在宅療養の証明
書（この特約の在宅療養給付金の場合） 

・当該被保険者の戸籍抄本 
・受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 
・保険証券 

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の
省略を認めることがあります。 

 

２．その他の請求書類 

項  目 必  要  書  類 
特約の解約 ・会社所定の請求書 

・保険契約者の印鑑証明書 
・保険証券 

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の
省略を認めることがあります。 
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＜子供特約（Ｂ型・ＢⅡ型）＞ 

１．この特約の死亡保険金、この特約の給付金の請求書類 

項  目 必  要  書  類 
この特約の死亡保険金 ・会社所定の請求書 

・会社所定の様式による医師の死亡証明書（ただ
し、会社が認めた場合は、医師の死亡診断書ま
たは死体検案書） 

・病理組織検査報告書 
・当該被保険者の戸籍抄本 
・受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 
・保険証券 

この特約の給付金 
・この特約の入院給付金 
・この特約の在宅療養給 
付金 

・この特約の診断給付金 
・この特約の通院給付金 

・会社所定の請求書 
・会社所定の様式による医師の診断書 
・病理組織検査報告書 
・会社所定の様式による入院した病院または診療
所の入院証明書（この特約の入院給付金の場合） 

・会社所定の様式による医師の在宅療養の証明書
（この特約の在宅療養給付金の場合） 

・会社所定の様式による通院した病院または診療
所の通院証明書（この特約の通院給付金の場合） 

・当該被保険者の戸籍抄本 
・受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 
・保険証券 

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の
省略を認めることがあります。 

 

２．その他の請求書類 

項  目 必  要  書  類 
特約の解約 ・会社所定の請求書 

・保険契約者の印鑑証明書 
・保険証券 

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の
省略を認めることがあります。 
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＜子供特約（Ｅ型）＞ 

１．この特約の死亡保険金、この特約の給付金の請求書類 

項目 必要書類 
この特約の死亡保険金 ・会社所定の請求書 

・会社所定の様式による医師の死亡証明書（た
だし、会社が認めた場合は、医師の死亡診断
書または死体検案書） 

・病理組織検査報告書 
・当該被保険者の戸籍抄本 
・受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 
・保険証券 

この特約の給付金 
・この特約の入院給付金 
・この特約の在宅療養給
付金 

・会社所定の請求書 
・会社所定の様式による医師の診断書 
・病理組織検査報告書 
・会社所定の様式による入院した病院または診
療所の入院証明書（この特約の入院給付金の
場合） 

・会社所定の様式による医師の在宅療養の証明
書（この特約の在宅療養給付金の場合） 

・当該被保険者の戸籍抄本 
・受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 
・保険証券 

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の
省略を認めることがあります。 

 

２．その他の請求書類 

項目 必要書類 
特約の解約 ・会社所定の請求書 

・保険契約者の印鑑証明書 
・保険証券 

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の
省略を認めることがあります。 
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＜子供特約〔2000〕＞ 

１．特約給付金等の請求書類 

項  目 必  要  書  類 
特約給付金 
・特約診断給付金 
・特約入院給付金 
・特約在宅療養給付金 
・特約通院給付金 

・会社所定の請求書 
・会社所定の様式による医師の診断書 
・病理組織検査報告書 
・会社所定の様式による入院した病院または診
療所の入院証明書（特約入院給付金、特約在
宅療養給付金の場合） 

・会社所定の様式による通院した病院または診
療所の通院証明書（特約通院給付金の場合） 

・当該被保険者の戸籍抄本（ただし、受取人と
同一の場合は不要） 

・受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 
・保険証券 

特約死亡保険金 ・会社所定の請求書 
・会社所定の様式による医師の死亡証明書（た
だし、会社が認めた場合は、医師の死亡診断
書または死体検案書） 

・病理組織検査報告書 
・当該被保険者の戸籍抄本 
・受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 
・保険証券 

特約の保険料の払込免除 ・会社所定の請求書 
・主契約の被保険者の住民票（ただし、会社が
必要と認めた場合は、戸籍抄本） 

・保険証券 

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の
省略を認めることがあります。 

 

２．その他の請求書類 

項  目 必  要  書  類 
特約の解約 ・会社所定の請求書 

・保険契約者の印鑑証明書 
・保険証券 

特約給付金受取人指定
特則の付加 

・会社所定の請求書 
・保険契約者の印鑑証明書 
・保険証券 

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の
省略を認めることがあります。 
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別表21-1 病院または診療所                     

「病院または診療所」とは、つぎのいずれかに該当したものとします。 
１．医療法に定める日本国内にある病院または患者を収容する施設を有す
る診療所 

２．上記１の場合と同等の日本国外にある医療施設 
 
別表22-1 入院                           

「入院」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難
なため、別表21-1に定める病院または診療所に入り、常に医師の管理下に
おいて治療に専念することをいいます。 
 
別表23-1 通院                          

「通院」とは、医師による治療が必要であり、別表21-1に定める病院また
は診療所（ただし、患者を収容する施設を有しない診療所を含みます。）
において、外来による診察、投薬、処置、手術、その他の治療を受けるこ
とをいいます。（往診を含みます。） 
 
別表27 悪性新生物                                           

１．悪性新生物とは、平成27年２月13日総務省告示第35号にもとづく厚生

労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要 Ｉ

ＣＤ－10（2013年版）準拠（以下、「ＩＣＤ－10」）」に記載された分

類項目中、つぎの基本分類コードに規定される内容によるものをいいま

す。 

なお、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計

分類提要」において、診断確定日以前に新たな分類提要が施行された場

合は、新たな分類の基本分類コードによるものとします。 

分類項目 
基本分類 
コード 

口唇の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ00 

舌根＜基底＞部の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ01 

舌のその他および部位不明の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ02 

歯肉の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ03 

口（腔）底の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ04 

口蓋の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ05 

その他および部位不明の口腔の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ06 

耳下腺の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ07 

その他および部位不明の大唾液腺の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ08 

扁桃の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ09 

中咽頭の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ10 

鼻＜上＞咽頭の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ11 

梨状陥凹＜洞＞の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ12 
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分類項目 
基本分類 
コード 

下咽頭の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ13 

その他および部位不明確の口唇、口腔および咽頭の

悪性新生物＜腫瘍＞ 

Ｃ14 

食道の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ15 

胃の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ16 

小腸の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ17 

結腸の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ18 

直腸Ｓ状結腸移行部の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ19 

直腸の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ20 

肛門および肛門管の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ21 

肝および肝内胆管の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ22 

胆のう＜嚢＞の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ23 

その他および部位不明の胆道の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ24 

膵の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ25 

その他および部位不明確の消化器の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ26 

鼻腔および中耳の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ30 

副鼻腔の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ31 

喉頭の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ32 

気管の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ33 

気管支および肺の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ34 

胸腺の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ37 

心臓、縦隔および胸膜の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ38 

その他および部位不明確の呼吸器系および胸腔内臓

器の悪性新生物＜腫瘍＞ 

Ｃ39 

（四）肢の骨および関節軟骨の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ40 

その他および部位不明の骨および関節軟骨の悪性新

生物＜腫瘍＞ 

Ｃ41 

皮膚の悪性黒色腫 Ｃ43 

皮膚のその他の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ44 

中皮腫 Ｃ45 

カポジ＜Kaposi＞肉腫 Ｃ46 

末梢神経および自律神経系の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ47 

後腹膜および腹膜の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ48 

その他の結合組織および軟部組織の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ49 
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分類項目 
基本分類 
コード 

乳房の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ50 

外陰（部）の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ51 

腟の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ52 

子宮頚部の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ53 

子宮体部の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ54 

子宮の悪性新生物＜腫瘍＞、部位不明 Ｃ55 

卵巣の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ56 

その他および部位不明の女性生殖器の悪性新生物＜

腫瘍＞ 

Ｃ57 

胎盤の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ58 

陰茎の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ60 

前立腺の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ61 

精巣＜睾丸＞の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ62 

その他および部位不明の男性生殖器の悪性新生物＜

腫瘍＞ 

Ｃ63 

腎盂を除く腎の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ64 

腎盂の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ65 

尿管の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ66 

膀胱の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ67 

その他および部位不明の尿路の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ68 

眼および付属器の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ69 

髄膜の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ70 

脳の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ71 

脊髄、脳神経およびその他の中枢神経系の部位の悪

性新生物＜腫瘍＞ 

Ｃ72 

甲状腺の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ73 

副腎の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ74 

その他の内分泌腺および関連組織の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ75 

その他および部位不明確の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ76 

リンパ節の続発性および部位不明の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ77 

呼吸器および消化器の続発性悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ78 

その他の部位および部位不明の続発性悪性新生物＜

腫瘍＞ 

Ｃ79 

悪性新生物＜腫瘍＞、部位が明示されていないもの Ｃ80 
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分類項目 
基本分類 
コード 

ホジキン＜Hodgkin＞リンパ腫 Ｃ81 

ろ＜濾＞胞性リンパ腫 Ｃ82 

非ろ＜濾＞胞性リンパ腫 Ｃ83 

成熟Ｔ/ＮＫ細胞リンパ腫 Ｃ84 

非ホジキン＜non‐Hodgkin＞リンパ腫のその他およ

び詳細不明の型 

Ｃ85 

Ｔ/ＮＫ細胞リンパ種のその他の明示された型 Ｃ86 

悪性免疫増殖性疾患 Ｃ88 

多発性骨髄腫および悪性形質細胞性新生物＜腫瘍＞ Ｃ90 

リンパ性白血病 Ｃ91 

骨髄性白血病 Ｃ92 

単球性白血病 Ｃ93 

細胞型の明示されたその他の白血病 Ｃ94 

細胞型不明の白血病 Ｃ95 

リンパ組織､造血組織および関連組織のその他および

詳細不明の悪性新生物＜腫瘍＞ 

Ｃ96 

独立した（原発性）多部位の悪性新生物＜腫瘍＞ Ｃ97 

（注）分類項目中の代替可能な用語は山括弧＜＞で表示されます。例えば、

「新生物＜腫瘍＞」とは、「新生物」の代替可能な用語が「腫瘍」で

あることを表しており、「悪性新生物」と「悪性腫瘍」は同義となり

ます。 

 

２．上記１において「悪性新生物」とは、厚生労働省政策統括官編「国際

疾病分類－腫瘍学 第３.１版」中、新生物の性状を表す第５桁コード

がつぎのものをいいます。 

なお、厚生労働省政策統括官編「国際疾病分類－腫瘍学」において、

診断確定日以前に新たな版が発行された場合は、新たな版における第５

桁コードによるものをいいます。 

第５桁性状コード番号 

／３ ・・・悪性、原発部位 

／６ ・・・悪性、転移部位 

        悪性、続発部位 

／９ ・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳 

 

上記１には該当しないものの、２に該当する場合には、この保険契約

において対象となる悪性新生物とします。例えば、「ＩＣＤ－10」に記

載された分類項目中、つぎの基本分類コードに規定される内容によるも
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のは、上記１には該当しないものの、２に該当するため、この保険契約

において対象となる悪性新生物となります。 

分類項目 
基本分類 

コード 

真性赤血球増加症＜多血症＞ Ｄ45 

骨髄異形成症候群 Ｄ46 

慢性骨髄増殖性疾患 Ｄ47.1 

本態性（出血性）血小板血症 Ｄ47.3 

骨髄線維症 Ｄ47.4 

慢性好酸球性白血病[好酸球増加症候群] Ｄ47.5 

（注）「悪性新生物」には、国際対がん連合（ＵＩＣＣ）により発行され

た「ＴＮＭ悪性腫瘍の分類」で病期分類が０期に分類されている病変

は、含まれません。したがって、上皮内癌、非浸潤癌、大腸の粘膜内

癌等は、悪性新生物に該当しません。 
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